







































































































との関係では「議院内閣制」を採用している（66条 ３ 項・69条・ ７条）。「国民主権」の原理が、権
力の民主化を要請する民主主義的原理であるのに対して、「権力分立」の原理は、権力の濫用阻止
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衡の事案に対する判決（昭和59年 5 月１７日第一小法廷判決・民集３8巻 ７ 号７２１頁）も含めて、投票価
値の平等を認めた昭和5１年判決の判断が基本的に踏襲されている。
　その後の衆議院議員の定数不均衡訴訟においては、最大較差３.9４対 １ の事案を違憲状態とした昭
和58年１１月 ７ 日大法廷判決（民集３７巻 9 号１２４３頁）、最大較差４.４0対 １ の事案を違憲とした昭和60年
７ 月１７日大法廷判決（民集３9巻 5 号１１00頁）、最大較差３.１8対 １ の事案を違憲状態とした平成 5年 １




（民集5３巻 8 号１４４１頁）は、制度形成時の最大較差２.３１対 １ の事案を合憲とし、その後も較差 ２倍強
の状況を合憲としてきたが、平成２３年 ３ 月２３日大法廷判決（民集65巻 ２ 号７55頁）は、「一人別枠方
式」の採用やこれに基づく選挙区間の最大較差２.３0対 １ について「違憲状態」と判断し、さらに、平

















決（民集58巻 １ 号56頁）、平成１8年１0月 ４ 日大法廷判決（民集60巻 8 号２696頁）、平成２１年 9 月３0日






























なっている（公選法 ４条 １項）。また、参議院議員は、任期が 6年であるが ３年ごとに半数が改選さ
（１5）
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れることが定められ（４6条）、総定数２４２人のうち、選挙区選出議員が１４6人、比例代表選出議員が96
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足時は、衆議院では自民・公明の連立与党が過半数を占めていたが、参議院では野党が比較的大き
な勢力を保持して、連立与党は安定した多数派を占める状況にはなかった。第一次安倍内閣（２006
年 9 月２6日～２00７年 9 月２6日）が、わずか １年間の政権で終わったことをふまえて、第二次内閣で
は、比較的慎重な姿勢で政権運営が行われ、２0１３年 ７ 月２１日の参議院通常選挙では自民・公明の連
立与党が過半数を占めることによって、参議院でも安定した多数を占めるようになった。そして、
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　しかしながら、第二次安倍内閣は、２0１４年 ７ 月 １ 日に、集団的自衛権行使を容認する閣議決定を





























































































































































































































































































































































































































































（ 8）	 ①普通選挙について１5条 ３ 項・４４条但書、②平等選挙について１４条 １ 項、③自由選挙について１5
条 ４ 項後段、④秘密選挙について１5条 ４ 項、⑤直接選挙については、国会議員の選挙に関して明示
の規定はないが、この直接選挙の意味を、選挙の過程に他者の意思が介入することなく、選挙人の
投票の意思が選挙結果に直接反映されるかたちで、公務員が選定されるという意味を含めて広く解
する場合には、４３条 １ 項もしくは１5条 １ 項・ ３項を根拠に、憲法上の原則として解される。





















































（２8）	 ２0１４年 ７ 月 １ 日閣議決定を含めて、集団的自衛権行使容認を批判するものとして、森英樹編『集
団的自衛権行使容認とその先にあるもの』（日本評論社、２0１5年）参照。






（３0）	 愛敬浩二「安保法案のねらいと法案論議の問題点」（『法律時報』8７巻 9 号、２0１5年）１頁～ ２頁
参照。








































（３9）	 ２0１5年 6 月 5 日の衆議院安保法制特別委員会については、衆議院ホームページhttp://kokkai.ndl.
go.jp/SENTAKU/syugiin/１89/0２98/main.html 参照。
（４0）	 ２0１5年 6 月 ４ 日の衆議院憲法審査会における憲法学者の違憲との指摘が表明されてから、政府与
党側は、安全保障関連法案の合憲性を説明するために、最高裁砂川判決を援用するようになったが、





（４１）	 ２0１5年 6 月 8 日の安倍首相のG ７サミット後の内外記者会見については、首相官邸ホームページ
http://www.kantei.go.jp/jp/9７_abe/statement/２0１5/0608naigai.html 参照。
（４２）	 ２0１5年 6 月１１日の衆議院憲法審査会の審議内容については、「第１89回国会衆議院
憲 法 審 査 会 会 議 録 第 ４ 号 」（ 衆 議 院 ホ ー ム ペ ー ジ http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/
syugiin/１89/0２50/１8906１１0２5000４.pdf）参照。
（４３）	 砂川事件については、浦田一郎「自衛権・戦力・駐留軍－砂川事件」（『憲法判例百選Ⅱ（第 6
版）』有斐閣、２0１３年）３60頁～３6２頁参照。
（４４）	 差戻し後について、東京地裁判決（東京地判昭和３6・ ３・２７判時２55-７）は、被告人に刑事特別
法を適用して罰金刑を言い渡し、東京高裁判決（東京高判昭和３７・ ２ ・１5判タ１３１-１50）は、控訴
を棄却した。
（４5）	 政府与党側は、安全保障関連法案の合憲性の根拠として、最高裁砂川判決を持ち出し、憲法の番
人は最高裁であって憲法学者ではないとの理由で、憲法学者による違憲の指摘を逃れようとしてい
るが、それほど最高裁判決を重視するのであれば、同じ最高裁がこれまで何度も「一票の格差」の
問題に「違憲状態」の判断をしてきたことに対して、どのような対応をしてきたのか、疑問を抱か
ざるを得ない。
